
市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ４－①

 協   働
 効   率 ○
 自   立

期日

所管部・室 　行政改革評価室 所管室長名 　山本　順仁

改革項目 　組織機構改革

改革方針

新たな行政課題や多様化する市民の行政ニーズ
に対応するため、簡素、効率かつ機動的な組織
づくりを基本とした組織のフラット化(平面
化)、フレキシブル化(柔軟化)、フロント化(前
面化)を実施する。意思決定の迅速化、責任の明
確化を図り、柔軟な組織運営と市民側を向いた
組織構築を行う。

理
念

目
標

効率的で生産性
の高い組織、目
的指向型で市民
にわかりやすい
組織を構築し、
新たな行政需
要・課題に迅
速、的確に対応
するための組織
体制を整備す
る。

平成１５年４月

改 革 項 目の
現状と問題点

〔現状〕
・現行のピラミッド型組織では、組織階層が大規模であるため、情報伝達、
　意思決定に時間を要している。また、組織目的の統一化、責任の明確化
　が十分に図れていない。
・縦割り型組織の傾向が強く、部・課・係を超えた業務の横の連携や、業
　務の繁閑に応じた流動的な人員配置等が十分に行われていない。
・市民サービス向上に向け、届出、申請、情報、相談案内等市民に直結す
　る業務を総合化し、フロントオフィス（総合窓口）を構築する必要がある。

〔問題点〕
・市民からの要望、新たな行政需要に的確にスピードをもって対応できる
　組織を構築する必要がある。
・所属を超えて取り組む必要のある課題が増加する中、組織の横の連携を
　強化するとともに、業務に応じた流動的な人員配置等を行う必要がある。
・権限委譲を行い、可能な限り市民に近いところで意思決定を行う体制を
　整備する必要がある。

改革の具体的内容

新たな行政需要・課題に対応する組織、効率的で生産性の高い組織、目
的指向型で市民に近い組織の構築に向け、組織のフラット化(平面化)、フ
レキシブル化（柔軟化）、フロント化（前面化）を実施し、それに応じた
事務分掌の変更を行う。

・課・係を廃止し、室を設置するとともに、部長－室長－室員の３階層の
組織を構築することで、情報伝達・意思決定のスピード化、組織目的の統
一化、責任の明確化を図る。
・各室内においては、効率的に業務を遂行し室の組織目的を達成するため、
従来の係のような明確な業務の縦割りを廃し、チーム等の設置により室員
が常に相互協力できる体制の強化を図る。
・各部単位で主管室を設置し、部間、部内各室間の連携調整、業務の取り
まとめを行うことで室間の縦割りの弊害をなくす。
・届出、申請、情報、相談案内等市民に直結する業務を総合化し、フロン
トオフィス（総合窓口）構築に向けた組織を整備する。
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内　　容

目　　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

組織機構改革実施
課・係を廃止し室
制度を導入(4月）

組織機構ヒアリン
グの実施、職員意
見募集（1月）

新組織機構を検証
し、必要な部分一
部見直し検討
　　（2月～3月）

計画に
対する
成　果

組織機構改革の検
証と一部見直し
（重要課題、簡素
効率化への対応実
施）

組織機構改革の検
証と一部見直し

新総合計画体系に
沿った組織機構の
構築
横断的に取り組む
施策分野への対応

組織機構の一部
見直し

組織機構の一部
見直し

年度別
計　 画

15 16 17 18

組織機構改革実施
課・係を廃止し室
制度を導入(4月）

新組織機構を検証
し、必要な部分一
部見直し検討
　　　　（12月）

組織機構の一部見
直し実施（4月）

新総合計画体系に
沿った組織機構の
検討体制整備、検
討推進（7月～1
月）
職員意見募集（8
月～）
組織機構ヒアリン
グの実施（10月）

新総合計画体系
に沿った組織機
構改革実施（4
月）

新組織機構を検
証し、必要な部
分一部見直し検
討（10月）

組織機構の一部
見直し
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ４－②

 協   働
 効   率 ○
 自   立

期日

〔現状〕
現行の人事管理は、原則、年功序列によるものであり、その弊害とし
て、機会の平等だけでなく、結果の平等も保障されてきましたが、こ
れからは、年功序列による人事管理では対応できなくなってきてい
る。また、能力実績等の評価については、部長等のヒアリング及び職
員からの自己申告書並びに人事担当部局の客観的な評価により行って
いるところであるが、これも公正な人事管理制度になっているとはい
えない現状である。

〔問題点〕
・スタッフ職の職務権限が不明確であるため、責任ポストを確保し生
産性の向上を図る必要がある。
・給与制度に、能力、勤務実績を反映する必要がある。
・評価の公平性の確保を図る必要がある。

・免職、降任、降格について明確な基準、手続を整備することによ
り、勤務実績不良者等に対して厳正に対処する。
・職員の能力、勤務実績に応じ適材適所の観点から優秀な人材を積極
的に昇任させるような人事考課制度を構築する。
・昇格については、年功的な要素を縮小する方向で給与制度のあり方
を検討し、能力、実績主義により反映できる制度とする。
・職員一人ひとりが個々の能力を最大限に発揮できる体制を整備す
る。
・職員の能力や勤務実績について公正で客観的な評価を行える制度と
する。
・自己申告制度、目標管理制度、上司と部下の面談等により評価が行
える制度とする。

　人事制度改革

１８年度からの国の人事給与制度改革に合わせ
て職員の能力が一層発揮できるよう、成果主
義・能力主義に基づく人事制度を確立する。能
力本位、適材適所の任用、人事考課制度の整備
を行う。制度の構築にあたっては、目標管理制
度との連携を図る。

　総務部　人事給与室 所管室長名

公務能率の向上や職
員のモラールの維持
等を図る観点から、
公務労働者の性格に
も配慮しながら、職
員が蓄積した経験や
知識を含めて職員の
能力や勤務実績につ
いて公正で客観的な
評価を行い、より、
能力や実績を重視し
た制度とする。

理
念

目
標

　高岡　秀樹

改革項目

所管部・室

改 革 項 目の
現状と問題点

改革方針

平成１７年３月

改革の具体的内容
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内　　容

目　　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

・人事考課制度評
定研修(４月～３
月）
・人事管理制度の
運用、改善（4月
～）
・給与制度との連
動を検討

年度別
計　 画

15
・人事管理制度の検
討構築
（～16年1月）
・人事管理制度庁内
周知
（16年2月～3月）
・評定研修(2月）

人事考課制度の庁
内周知、試行

人事考課制度本格
実施、給与制度と
の連動を検討

18
・免職、降任、降
格について明確な
基準、手続を整備
する。(９月までに
明確な基準・手続
整備）
・人事考課制度の
検討構築（～1７年
３月）

人事考課制度の構
築

・検討組織の立上げ
および課題の検討
（～16年1月）

16 17
・人事考課制度庁内
周知（４月～６月）
・人事考課制度試行
（７月～１８年３
月）

人事管理制度の構
築

計画に
対する
成　果

制度構築に取り組め
なかった。
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ４－③

 協   働
 効   率 ○
 自   立

期日

改革の具体的内容

・特殊勤務手当については、原則月額を廃止又は日額に見直し、危険
不快等に合致するものに整理する。
・給与制度については、国の給与制度改正に沿った見直しを進める。

　総務部　人事給与室 所管室長名 　高岡　秀樹

改 革 項 目の
現状と問題点

〔現状〕
・基本給については、人事院勧告制度を尊重した職務職階による体系
となっている。
・諸手当のうち、特殊勤務手当については、緊急対策として、見直し
を実施した。

〔問題点〕
・概ね年功序列により昇任し能力実績等が反映されていない。
・諸手当のうち、特殊勤務手当については、危険、不快等に合致して
いないものや月額で支給しているものを更に見直す必要がある。
・勤勉手当についても、一律で支給しているが、勤務実績を反映でき
るシステムにする必要がある。
・その他諸手当についても時代を見据えた見直しを行う体制を整備す
る。

改革項目 　職員給与制度の見直し

改革方針

職員給与制度について、人事院勧告制度を尊重
しながら、引き続き、給与水準や諸手当等の見
直しを行うとともに、能力・実績をより重視し
た給与体系への転換を検討する。

理
念

目
標

国の公務員制度改革
による新たな公務員
制度にそって、本市
職員の基本給（能力
給）職責手当（職責
給）による給与体系
を確立し、人事考課
制度とリンクした給
与制度の実現に向け
検討する。

平成１９年３月

所管部・室
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内　　容

目　　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

・職務遂行能力基
準に基づく評価の
導入に向けた検討

・特殊勤務手当の見
直し、整理
・国の動向を勘案し
た新給与制度の構築
に向けた検討をす
る。

人件費の削減
一般会計:△91,121
特別会計: △5,005
組合会計:△20,553

人件費の削減
一般会計:△68,340
特別会計: △3,753
組合会計:△15,414

・国の動向を勘案し
た新給与制度の構築
に向けた検討をす
る。

年度別
計　 画

15 16 17

特殊勤務手当の見直
し及び給与（２％）
減額
(緊急対策で実施）

給与（２％）減額
(平成16年12月31日
まで）
(緊急対策で実施)

・特殊勤務手当の見
直し
・免職、降任、降格
について明確な基
準、手続を整備する
ことにより、勤務実
績不良者等に対して
厳正に対処する。
(12月までに明確な基
準・手続整備）

18

計画に
対する
成　果

・特殊勤務手当の見
直し
・検討組織の立上げ
および課題の検討
（～16年1月）

人件費の削減
一般会計:△91,121
特別会計: △5,005
組合会計:△20,553
（うち緊急対策以外
分△5,000)

給料の２％削減、管
理職手当の平均16％
削減及び特殊勤務手
当の見直しを実施(緊
急対策で実施）
・明確な基準・手続
整備までは取り組め
なかった。
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ４－④

 協   働
 効   率 ○
 自   立

期日

改革の具体的内容

・定員管理にあたっては、新規の行政需要に対しても原則として職員
の配置転換や組織のフレキシブル化によって対応するなど、スクラッ
プ・アンド・ビルドの徹底、民間委託の推進などにより極力定員の縮
減を行うとともに、増員を抑制し、定員の適正化を図るため、定員適
正化計画を策定する。
・当面は、１５年度から１８年度の定年退職者の補充を抑制し、４年
間で４％削減を目指す。
・職員の不補充分については、積極的に業務の民間委託を進めるほ
か、臨時職員を有効に活用するなど、簡素で効率的な執行体制を整え
る。

　総務部　人事給与室 所管室長名 　高岡　秀樹

改 革 項 目の
現状と問題点

〔現状〕
現状は、定員モデルなどによると名張市の職員数は、類似団体と比較
した場合元々少ない人員（H１４：△１０人・H１５：△２０人）で
行っているところであり、更に、人員削減を行うとなれば、臨時職員
の増員や民間委託等との連携を図りながら計画を進める必要がある。
また、公共下水道などの事業進捗に伴う今後の増員も必要であると考
えられている中、その事業計画にあわせた組織体制が必要となる。

〔問題点〕
・１８年度以降から１０年間程度は、定年退職者が毎年２０人前後退
職していくこととなるため、その時点での再度定員管理計画の見直し
が必要となる。
・職員数の適正化と職員配置の適正化を考える必要がある。

改革項目 　職員定数の適正化

改革方針

職員配置の徹底した見直しを進め、新たな行政
課題に対応した簡素で効率的な執行体制の整備
に努め、定員適正化計画を作成して計画的な定
員の削減を行う。今後４年間で４％削減する。
臨時、非常勤職員についても、適正配置及び人
員削減を行う。

理
念

目
標

職員配置につい
て、簡素で効率的
な執行体制の整備
に努め、今後の民
間委託等も含め総
合的な見地から定
員適正化計画を策
定する。当面は、
退職者補充を最小
限として４年間で
４％の減員を目指
すものとする。

平成１９年３月

所管部・室
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内　　容

目　　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

職員数の1.2％の
削減

民間委託の項目で
（△10,500）

△30,320 △5,500 △35,800

定員適正化計画の
策定
(16年3月までに策
定）

･定員適正化計画
の策定
(16年10月までに
策定）

定員適正化計画の
見直し

定員適正化計画の
見直し

年度別
計　 画

15 16 17

職員数の0.5％の
削減

職員数の1.0％
の削減

職員数の0.2％
の削減

18

計画に
対する
成　果

・検討組織の立上
げおよび課題の検
討（～16年1月）

△31,500

・退職者不補充によ
る減員(20名減員）
15年度末
20人/1059人：1.89％
減
・定員適正化計画の
策定には取り組めな
かった。
（１５年度削減額
は、１４年度不補充
分１０名）
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ４－⑤

 協   働
 効   率 ○
 自   立

期日

改革方針

より柔軟な市民対応とサービスの向上、業務の
効率化のため、必要な部署について時差出勤制
の導入をする。
この一環として、窓口サービスの向上を図るた
め、受付時間の延長等を行う。

改革項目

平成１５年１０
月を目標に市民
サービスの向上
を目的として開
庁時間の延長を
検討する。当面
は、窓口業務の
受付時間の延長
を目指す。

平成１５年１０月

　時差出勤制の導入

理
念

目
標

所管部・室
総務部　人事給与室
市民部　市民政策室

所管室長名
　高岡　秀樹
　福山　英敏

改 革 項 目の
現状と問題点

〔現状〕
現状は、８時３０分から１７時までの業務時間であり、この時間以外
は、市民が必要な用件、手続等について、一部を除き業務時間外とな
り、用件を済ますことができない。

〔問題点〕
・時差出勤により、職員が少なくなる時間帯の市民サービスの低下が
懸念される。
・環境ＩＳＯの観点からすると電気代等の経費がかかることも懸念さ
れる。
・機構改革により小さな単位の組織となったことから、改めて組織の
現状を把握するとともに問題点を検証し導入に向け進める必要があ
る。

改革の具体的内容

・平成１５年１０月導入を目標に市民サービスの向上を図るため、住
民ニーズに対応した窓口サービスの時間延長をする。
・戸籍、民生、税務部門など窓口業務の需要が見込まれる部門から窓
口業務の延長を行なう。
(計画）
５月～６月：業務等の現況調査・住民ニーズの把握・庁内調整
７月～８月：業務延長実施に向けての方向性・業務延長部署の決定
９月：市民周知
１０月：窓口業務延長開始
１０月～：住民ニーズを踏まえ必要な部門の窓口業務延長に向け検討
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内　　容

目　　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

・窓口業務の時間の
延長を実施
利用実績(3月末現
在）
戸籍：320件
税：20件

・時差出勤の導入

計画に
対する
成　果

・10月より毎週火・
木曜日に2時間の窓口
業務の時間延長を実
施（延長業務：戸籍
関係証明書、税務関
係証明書の交付）
・11月より職員の時
差出勤制を導入
・時間外窓口の利用
実績(3月末現在）
戸籍：320件
税：20件

年度別
計　 画

15 16 17 18

・１０月より戸
籍、税務部門の窓
口業務の受付時間
を延長する。
・市民需要を踏ま
え必要な部門の窓
口業務の時間延長
に向け検討する。
・職員の時差出勤
制を導入し、公務
能率の向上と時間
外勤務縮減を図
る。

・市民サービスの
向上、業務の効率
化を目指し、必要
な部門の時間延長
の窓口業務の拡大
を図る。
・閉庁日の開庁、
業務実施に向け調
査、検討。

・窓口業務の時間
の延長
・時差出勤の導入

窓口業務の時間
延長部門の拡大

36



市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ４－⑥

 協   働 ○
 効   率 ○
 自   立

期日

所管部・室
　企画財政部　財政室
　行政改革評価室

所管室長名
　山村　精一
　山本　順仁

改革項目 　予算制度改革

改革方針

バランスシート、コスト計算書等を導入すると
ともに、評価制度と連携する予算制度、また一
次要求（枠配分）、二次要求（評価と連動）の
制度構築等、総合的な予算編成制度の転換を図
る。 理

念

目
標

・財政情報の公
開
・コスト意識の
向上

平成１５年１０月

改 革 項 目の
現状と問題点

〔現状〕
国や地方の財政は、極めて厳しい状況にあり、その健全化が重要な課題
となっている。当市も、例外ではなく、市民の多様なニーズに対応する
ための財政需要の増加などにより、財政状況は慢性的な財源不足の状態
にある。これらを効率の面から見ると、本来、費用として発生し手当て
されなければならないコストが見過ごされ、事態が差し迫って初めてそ
のコストを認識し、その対処に苦慮するといった事態を招いている。

〔問題点〕
税金の投入等により整備された資産の構成や、将来返済しなければなら
ない負債と返済を要しない正味資産との比較など、ストック（財産）に
関する情報が少なく、またコストと行政活動の効果とを比較していない
ため、効率性についての把握ができず、事務事業に対するコストが妥当
なものか、将来財政的に支障がないかなどの問題があり、市民から評価
される予算編成かどうかの検証が必要である。

改革の具体的内容

6月・7月に作成する「地方財政状況調査表」と合わせて、バランスシー
ト、行政コスト計算書を作成し、財政分析を行った結果を、行政評価と
ともに予算編成に反映させる。また、市民への情報公開を進める観点か
ら、広報等で企業会計的財政分析を公表していく。
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

目　　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

－ －

広報なばり2月分に
掲載するとともに、
ホームページにも掲
載
バランスシート、行
政コスト計算書の分
析結果を平成16年度
当初予算に反映
・一般投資事業債の
抑制（起債借入額10
億円以内）
・病院会計繰出金の
見直し

計画に
対する
成　果

        _         _         _

－ －

        _

_ _ _ _

年度別
計　 画

15 16 17 18

①バランスシー
ト、行政コスト計
算書を作成し、財
政分析を行い公表
する。

①バランスシー
ト、行政コスト計
算書を作成する。
(7月～)
②これらを財政分
析の資料として活
用する。
（10月～）
③評価制度ととも
に、予算制度に反
映させる。
（10月～）

継続実施 継続実施
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ４－⑦

 協   働
 効   率 ○
 自   立 ○

期日

改革項目 　使用料・手数料等負担の見直し

平成16年10月

改革方針

使用料・手数料及び負担金等について、受益と
負担・事務事業の性格、市民のニーズ等を考慮
しながら見直しを行う。

理
念

目
標

各種の使用料な
どの市民負担に
ついて、その水
準の妥当性の検
討を行うことに
より、受益と負
担の適正化を図
る。

所管部・室

改 革 項 目の
現状と問題点

.

・現在、公共施設の維持管理運営経費については、その経費の殆どを一
般財源で賄っている状況であり、中には無料の施設もあることから、施
設を利用しない市民との公平性を確保する必要がある。
.

・使用料･手数料等については、各担当所管で必要に応じ見直しを行って
いるが、全庁的・総合的な見直し作業は行われておらず、中には相当の
年数が経過しているものもあり、社会情勢や行政需要が大きく変化する
なか、早期に見直しを図る必要がある。
.

＜使用料・手数料の推移＞
.                                             （単位：千円）
区　分　　Ｈ８ 　Ｈ９ 　Ｈ10　 Ｈ11 　Ｈ12 　Ｈ13 　Ｈ14最終予算
使用料　　134,670　135,877　140,283　141,925　141,604　142,195　147,113

手数料　　 45,089   45,478   45,637   45,142   49,181   47,956   46,299

  企画財政部  財政室 所管室長名 山村　精一

改革の具体的内容

　受益者負担の適正化を図る観点から、各種の使用料･手数料等の算定方
法（コスト、受益者負担区分、改定サイクル等）等について統一化を図
り、総合的に料金の見直しを行う。
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内　　容

目　　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

17
・使用料・手数料の
算定方法等のルール
化を図り、料金の見
直しを行う。（受益
者負担率の設定、改
定サイクルの設定）
（１０月）
・コストの削減及び
利用率の向上を図
る。
・新たな使用料・手
数料、受益者負担金
等の導入を検討す
る。

年度別
計　 画

・使用料･手数料の
算定方法等のルー
ルに基づき、料金
の見直しを行う。
・コストの削減及
び利用率の向上を
図る。
・新たな使用料・
手数料、受益者負
担金等の導入を検
討する。（8月～）

継続実施

左記に同じ

_

左記に同じ

継続実施

左記に同じ

18

_

受益者負担の適正
化・公平性の確保

15 16

計画に
対する
成　果

7,600収入増

－

平成15年度当初
改定内容
・保育所保育料
・キャンプ場入場
料、使用料
・幼稚園保育料
上記の統一的な基
準については、料
金設定方針等を検
討中
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ４－⑧

 協   働
 効   率 ○
 自   立

期日

改 革 項 目の
現状と問題点

〔現状〕
(1)公金収納事務の私人への委託は、使用料・手数料・賃貸料及び貸付金の元
利償還金について認められている。
(2)地方税等の収納事務については、ニーズが高く、平成15年4月に地方自治法
施行令が改正され、地方公共団体が規則で定める要件に該当する私人に委託す
ることが可能になった。

〔問題点〕
(1)システム構築の初期投資を伴う。
(2)ランニングコスト（取扱手数料）が必要で、現行よりコスト高となる部分
もあるので、費用対効果の検証を要する。

以下の要領で、関係機関への協力要請・関係各課による協議を進め、平成15年
度に検討した報告書の内容に基づき、可能なことから早急に実施していく。
（平成１５年６～１２月）
①他市の状況を調査し、具体的内容を把握する。
②研究チーム組織化･･･収納室・介護保険室・子育て支援室・水道部・集落排
水室・教育委員会学務管理室及び情報政策室等による研究・協議を進める。
③業界への協力要請。
④費用対効果などのコスト検証。
⑤市民サービスの向上につながる改善点を随時、検討・実施していく。
(例)マルチペイメントネットワークシステムの研究　など。

改革項目 　公共料金支払い方法の見直し

改革方針

コンビニエンスストアでの公共料金の取扱いな
ど、新たな窓口や方法を検討し、サービスの向上
をはかる。

理
念

目
標

公共料金の取扱
いにおいて、コ
ンビニエンスス
トアなどの新た
な窓口や方法を
検討し、住民
ニーズにこた
え、サービスの
向上を図る。

平成１６年３月

所管部・室
  出納室
　関係室

所管室長名 田畑　和明
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内　　容

目　　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

年度別
計　 画

15 16 17 18
①他市の状況を調査し、具
体的内容を把握する。
②研究チーム組織化･･･収
納室水道部・集落排水室・
教育委員会学務管理室及び
情報政策室等による研究・
協議を進める。
③財務会計ｼｽﾃﾑの電子化と
の整合をはかる。
④費用対効果などのコスト
検証。
⑤検討結果の報告と決定。
　　（6月～12月）

研究会の開催
実施
（7月～）
基本的なサ－ビスの
提供（17年度から導
入の新財務会計シス
テムによる）の向上
内容の研究･具体化
（10月）
納付書の統一・行政
事務の効率化関係の
予算要求

研究会の開催
実施
（4月～）
更なるサービスの提
供（コンビニ収納･
マルチペイメント
ネットワーク等）の
導入研究・具体化
（10月）
更なるサービスの導
入関係の予算要求

研究会の開催
実施

事務事業見直しに
よる経費節減効果

・基本的なサービス
の提供の向上…準備
・行政事務の効率化
…準備
・更なるサービスの
提供（コンビニ収納
等）…検討

・基本的なサービス
の提供の向上…準備
・行政事務の効率化
…準備
・更なるサービスの
提供（コンビニ収納
等）…検討

・基本的なサービス
の提供の向上…実施
・行政事務の効率化
…実施
・更なるサービスの
提供（コンビニ収納
等）…準備

計画に
対する
成　果

事務事業見直しに
よる経費節減効果

事務事業見直しに
よる経費節減効果

使用料･手数料等低額で件数
の少ない公金については、費
用対効果の観点から、かなり
のコストが発生するコンビニ
収納よりも、その他の支払方
法の推進(口座振替・郵便局
での納付の推進等）による住
民サービスの向上・事務の簡
素化を推進します。
コンビニ収納については、他
の地公体でも実績のある水道
料金・平成15年3月に法案が
国会を通過したことにより収
納可能となった税等を中心
に、費用対効果を検証し、推
進します。

(6月～10月)
先進市視察、収納代行
業者・金融機関・郵便
局･関係室との勉強会
（7月～12月)
公共料金見直し方法の
研究会
（12月）
一新委員会審議

－
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ４－⑨

 協   働
 効   率 ○
 自   立

期日

自由時間の増大等により、市民の文化、スポーツ・レクリェーション活動をする
機会は、増加している。このような中で各施設の利用状況を適確に把握し、関
係する部署が情報の共有化を図り、公共施設の効率的な活用方法を検討す
る必要がある。

管理組織体制を整え、主管室が率先して、公共施設の状況を把握し、小学校
空き教室の活用、土日の施設活用等 有効に活用できるよう検討を進め、住民
の意見等も聞き、公共施設の有効活用を進める。

　公共施設の有効活用

既存公共施設の効率的、効果的な運営を図るため、
施設の利用状況について、総合的、横断的な観点か
らの検討を行い、公共施設の有効活用を進める。

　総務部　管財室
　関係室

所管室長名

管財室を中心に仮
称｢公共施設有効利
用検討チーム｣を設
置し、市全体の財産
を包括管理するため
に、関係部署におい
て情報の共有化を
図り、公共施設の有
効活用の検討を進
める。

理
念

目
標

津田　親良

平成１７年３月

改革項目

所管部・室

改 革 項 目の
現状と問題点

改革方針

改革の具体的内容
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内　容

目　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

18

実施公共施設有効利用
検討チームの設
置・開催（５月～）
利用状況の把握（6
月～）
利用基準の検討及
び整備（３月）

実施

年度別
計　 画

15

公共施設有効利用
検討チームの設
置・開催
利用状況の把握
利用基準の検討

16 17

公共施設有効利用
検討チームの設
置・開催を行えず

計画に
対する
成　果
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ４－⑩

 協   働
 効   率 ○
 自   立

期日

改革項目 　未利用市有地の有効活用（売却・貸付）

改革方針

将来において行政目的を持つ見込みのない未利用
地等の公有財産について、売却、貸付等を含めた適
正管理と有効活用を実現する。

理
念

目
標

経費の節減や、行
政サービスの向上の
ための地域活用を
図るため、未利用市
有地の売却・貸付を
行う。

平成１５年１０月

所管部・室
　総務部　管財室
　関係室

所管室長名 　津田　親良

改 革 項 目の
現状と問題点

〔現状〕
・未利用市有地には、公益施設用地を確保したものの、社会経済情勢の低迷
により未利用地となっている所や、事業の残地として所有する土地がある。
・これらの土地は、管理費用がかかり、経費の節減や財源確保のため、未利用
地の売却・貸付を行う必要がある。
・また、現在地域等に貸付している部分についても点検を行い、整合を図る必
要がある。

〔問題点〕
・防犯、環境等の見地から管理費が多額に必要である。
・売却、貸付する場合、当初の目的を見直しするとともに、住民の理解を得る
必要がある。

改革の具体的内容

・財産有効活用促進検討委員会を早期に立ち上げ、未利用地の有効活用を
図るため、売却・貸付の基準を制定する。
・未利用地の中から売却、貸付可能な土地の選定や資料収集をする。
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内　容

目　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

年度別
計　 画

15 16 17 18

未利用地有効活用
専門チームで検討
を進め、売却要
綱、貸付基準を整
備し実施していく。
（１月）

売払要綱、貸付基
準に基づき、売却、
貸付を実施してい
く。売却　８月・２月
貸付　随時
市広報等をはじめ
市のHPを通じて情
報提供の充実を図
る。

売払要綱、貸付
基準に基づき、売
却、貸付を実施し
ていく。

売払要綱、貸付基
準に基づき、売
却、貸付を実施し
ていく。

30,000千円

・売却
･貸付

･売却
･貸付

･売却
･貸付

･売却
･貸付

60，000千円

（６月～９月）
専門チームでの検討
（９月～１１月）
庁内検討・議会審議
（１月）
売払要綱・貸付基準
の制定
（２月）
市民会議報告

計画に
対する
成　果

（３月）
一般競争入札募集
の実施（応募なし）
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 <平成１６年５月２５日>

項目番号 ４－⑪

 協   働
 効   率 ○
 自   立 ○

期日

〔現状〕
・バブル経済崩壊後、長期低迷する不況の影響を受け、会社の倒産や人
員整理で失業者の増加、個人事業主の営業不振による個人破産等、滞納
者の件数が年々増加している。そうした状況の中、滞納者個々の状況を
的確・迅速に把握することに努め、督促・催告・差押え予告等の文書催
告はもちろん、電話催告・市内及び市外の徴税訪問を実施するほか、一
括納付が困難な者にたいしては、分割納付をおこなっている。また、納
税意識の無い者にたいしては、差押え等の滞納処分をおこなっている。
〔問題点〕
・会社倒産、個人の破産について、差押や交付要求で対応しているが、
民間債権に劣後することが多く、換価できない場合がある。また、競売
事件・破産事件が終了したものの、滞納処分する財産が無いもの、行方
不明等の徴収不能の事件が数多く累積している。
・滞納者の増加により職員の一人あたりの比重が増え、十分な徴税訪問
が出来にくい傾向になった。

①県内市町村で広域滞納整理の一部事務組合（仮称：三重地方税管理回
収機構）を設立させ、滞納処分を前提とした財産調査、財産の差押え及
び公売をする。人口５万以上１０万未満の市では、年間４０件の処理件
数枠がある。また、機構の職員については、名張市から１名派遣で、運
営資金の負担割合については、均等割　１０万円、件数割(１件２０万
円)８００万円、１５年度準備室経費７５万円を１６年度で支出予定。今
後は、破産会社等の高額滞納者について、徴収（回収）を依頼する。
②転出滞納者の住所、資産、勤務先等の調査を徹底的におこなった後、
文書による納税催告や市外・県外の訪問徴収に積極的に取り組み、一括
納付が困難な場合は分割による納付確約を行い、納付に応じない滞納者
には滞納処分を行うなど厳しい対応をしていく。
③十分な徴税訪問が出来にくい傾向にあることから、市税の収納特別推
進チ－ム（管理職）を構成し、適切な納税指導や的確な滞納整理を行
う。

改革の具体的内容

納税者全体の公
平な税負担を基
本べースとし、
徴収職員が適切
な納税指導、効
率的かつ的確な
滞納整理を行う
ことが、自主納
税の確立と租税
債権の確保につ
ながる。

辻本正昭

平成１７年３月

　市税等徴収率の向上

理
念

目
標

限られた財源のもと、地方分権時代にふさわしい
市民サービスを提供するため、可能な限りの手
段、対策を講じ、市民の理解・協力を得て市税等
の収納率の向上を図り、歳入の確保を図る。

市民部収納室 所管室長名

改革項目

所管部・室

改 革 項 目の
現状と問題点

改革方針
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 <平成１６年５月２５日>

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

年度別
計　 画

計画に
対する
成果

15

①滞納整理機構の
準備室を開設
②市外滞納者への
文書催告、訪問納
税相談
③収納特別推進チ
－ムの組織づくり
(１０月～１２月)
④収納特別推進チ
－ムが徴税訪問

②市外滞納者
約１千件

④５，３２０千円 ③６，０５３千円

①破産会社等の
高額滞納者につ
いて、三重地方
税管理回収機構
に徴収（回収）
を依頼
②収納特別推進
チ－ムによる徴
税訪問検討、実
施

①徴収(回収)依頼
件数　   約２０
件

②６，６０８千円 ②７，０９６千円

16 17 18

①破産会社等の
高額滞納者につ
いて、三重地方
税管理回収機構
に徴収（回収）
を依頼
②収納特別推進
チ－ムによる徴
税訪問検討、実
施

①徴収(回収)依頼
件数　   約２０件

①三重地方税管理
回収機構に参加
（4月より）
②破産会社等の高
額滞納者につい
て、三重地方税管
理回収機構に徴収
（回収）を依頼
③収納特別推進チ
－ムによる徴税訪
問検討、実施
（10、11、12月）

②徴収(回収)依頼件
数　  　 約２０件
③１チーム２名で
５、６件を担当

15 16 17 18

①滞納整理機構準
備室を開設
②滞納者への文書
督促、催告、納税
相談
③収納率の向上検
討会実施
④収納特別推進実
施要領（案）を委
員会及び本部に提
示
⑤実施要領の整合
から１６年度も検
討

②市外滞納者への
文書催告、訪問納
税相談
③ ④について
は、推進チ－ムの
設置を目指した
が、市の持つ他の
債権（家賃・貸付
金等）も視野に入
れたチームの活動
に向けて、16年度
に再度検討する。

－
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ４－⑫

 協   働
 効   率
 自   立 ○

期日

［現状］バブル経済崩壊後、長期低迷する不況の影響を受け、失業者の
増加や個人事業主の経営不振等により、個人市民税や法人市民税等が減
収傾向にあることから、市税（自主財源）の確保が難しい状況にある。
［問題点］自主税の財源拡充を図っていく中で、平成１２年４月に施行
された地方分権一括法により地方税法の改正が行われ、国の同意とする
法定外目的税の制度が創設された。地方税は、普通税と目的税に大別さ
れ、普通税は徴収される税金の使途を特定さずに賦課され、自治体の一
般経費となる。また、目的税は税金の使途を特定して賦課され、特定の
目的や事業の経費とされるもので、道府県や市町村の目的税の税目等
が、地方税法第４条及び第５条に定められており、道府県の目的税で
は、自動車取得税・軽油引取税・入猟税・水利地益税、市町村では、入
湯税・事業所税・都市計画税・水利地益税・共同施設税・宅地開発税・
国民健康保険税がある。上記以外の目的税が法定外目的税で、地方自治
体が、特定の使用目的や事業の経費とするために、地方税法で定められ
ていない税目を条例で定め設ける税で、産業廃棄物税をはじめ、勝馬投
票券発売税・遊魚税等、各自治体独自で自主財源の確保策を講じてい
る。当市においても「財政非常事態宣言」を発し、財政の健全化に向け
て緊急対策に取り組んでいる中で、住民に理解を得られるような角度か
らの調査や研究が必要と考える。

 ※ 全国各地の目的税の取り組み等について、調査研究を行い、目的税
の導入や税率の見直しを検討する。

 自主税財源拡充等の検討

改革の具体的内容

分権型社会にお
ける目的税を導
入することによ
り、住民に理解
（課税客体）を
得ながら、財源
の確保を行うこ
とができる。

福  山  英  敏
辻  本  正  昭

平成１７年３月

理
念

目
標

分権型社会における自主財源の確保のため、目
的税の導入や税率の見直しを検討する。また、
さまざまな角度から財源の確保を検討する。

市民部 市民政策室
市民部 収納室

所管室長名

改革項目

所管部・室

改 革 項 目の
現状と問題点

改革方針
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

－

計画に
対する
成果

15

－

－

※目的税等に係
る調査研究
※調査研究の結
果報告
※ 固定資産
（償却資産）現
地調査

※目的税等に係る
調査研究
６月～３月
※調査研究の結果
報告 ３月
※固定資産（償却
資産）実態調査
６月～３月

－

年度別
計　 画

15

※目的税等に係る
調査研究実施
※自主税源拡充検
討会の専門チ－ム
発足＜８月から２
月に４回開催＞
※自主税源拡充検
討会での協議
※調査研究の結果
報告＜３月＞

－

－

16

◎税の課税客体の
検討について～固
定資産税（償却資
産）の実態調査を
行うことにより、
税の不公平感（未
申告および過少申
告）をなくすとと
もに、税の増収も
見込める。
◎目的税について
～徴収方法や税の
用途について検討
していく。

16 17 18

17 18

※目的税等に係
る調査研究
※調査研究の結
果報告
※固定資産（償
却資産）現地調
査
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ４－⑬

 協   働
 効   率 ○
 自   立

期日

改 革 項 目の
現状と問題点

 市が出資する外郭団体のうち、名張市土地開発公社、財団法人名張市社会教
育振興会(ともに出資比率１００％）及び名張市社会福祉協議会（出資比率３
６．７％）の３団体を検討の対象とした。
〔現状〕
◇土地開発公社
　長期にわたる景気低迷を背景として、土地の保有期間の長期化、借入金金利
や管理経費の上昇により、厳しい経営環境となっている。
◇社会教育振興会
　公設の財団法人として独立しているが、運営は市補助金によるところが大き
く、自立性が低い状況にある。事務局体制も弱く、行政からの応援に依存して
いる。
◇社会福祉協議会
  市は福祉施策の一部を社会福祉協議会へ委託している。
〔問題点〕
◇土地開発公社
 厳しい財政状況のもと効果的な対策の実施が難しい。
◇社会教育振興会
  財団でありながら、その運営が行政的な統制管理システムのもとにあり、事
業の多様性の確保、事業の選択や事業の支援のための総合的専門体制の整備、
専門的人材の確保が弱い。
◇社会福祉協議会
  社会福祉構造改革のもとで委託事業の総体的な事業評価を推進する必要があ
る。

改革の具体的内容

　業務内容について、行政との役割分担を明確にするとともに、社会経済情勢
の変化による本来的な業務のあり方を検討し、見直しを図る。また、事業実施
状況に応じて職員の減員など管理経費の削減を行う。
◇土地開発公社
　当初目的の事業実施が困難な土地は、他用途への変更も検討し、早期処分に
努める。早期処分が困難な場合は、民間への売却も視野に入れ、早期処分を促
進する。
◇社会教育振興会
　財団方式の経済的効率性を追求するため、事業運営をＮＰＯ等への民間委託
を推進するなど、時代の変化に対応した業務内容や行政直営的な運営方法の見
直しを検討する。
◇社会福祉協議会
　平成１５年度名張市社会福祉協議会事業計画書に基づき、経営管理マネジメ
ント体制を構築（経営委員会を設置）し、適正な財務管理等のあり方について
検討するとともに事業総合評価委員会を設置し、業務点検指標を作成する。

改革項目 　外郭団体見直し

改革方針

出資法人等外郭団体の経営状況を検証し、委託
業務等の適正化を図る。

理
念

目
標

業務内容や運営
方法の見直しに
より、事務の効
率化とサービス
の向上を図る。

平成１７年３月

所管部・室
　行政改革評価室
　関係室

所管室長名 　山本　順仁
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内　　容

目　　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

年度別
計　 画

15 16 17 18

各団体別に経営改
善方針の策定

各団体別に経営改
善方針の策定

特に、社会教育振興
会については、17年
度からの事業運営民
間委託に向けた取り
組みを進める。

評価・見直し 評価・見直し

経営改善方針の決
定

経営改善方針の決
定

計画に
対する
成　果

土地開発公社の事
務局体制を見直し
（市長部局で兼務）

土地開発公社の事
務局体制のあり方
を検討・見直し
（1月～3月）
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ４－⑭

 協   働
 効   率 ○
 自   立 ○

期日

所管部・室 市立病院事務局　病院政策室 所管室長名 三好洋子

改革項目 　病院の経営改善

改革方針

医療サービスの向上、運営の効率化、収入の確
保、費用の節減を基本とし、長期的展望に立っ
た市立病院経営健全化に向けた改革を実施す
る。
公共性と経済性のバランスに留意し、明確な数
値目標を立て、経営健全化計画を策定し、改革
を実施する。
改革の実施には、外部の専門家、市民の参加を
得て行う。

理
念

目
標

　自立する自治
体として、病院
事業の公共性と
効率性のバラン
スをとり、改
革。

平成１９年３月

改 革 項 目の
現状と問題点

〔現状〕
　・病床・診療科目
　　　２００床　内科、循環器科、小児科、外科、整形外科、脳神経外科、眼
科､放射線科、麻酔科、以上９診療科
　・機能的特徴
　　　紹介外来制、専門領域の二次医療、二次救急の２４時間対応
　・赤字経営
　　　平成１３年度損失額　　　　　約７億６千万円
　　　平成１３年度末累積損失額　４０億円

〔問題点〕
・　二次医療を担う市立病院の役割は大きく、更に量的・質的充実が求められ
る。
　　又、２００床では、不採算分野の二次救急（２４時間対応）を担っている
・　市立病院の基本理念、機能について、全職員への周知・徹底が不十分
・　健全な病院経営のための経営計画（長期含む）が設定されていない
・　経営の専門家が確保されていない

改革の具体的内容

・明確な数値目標を立て、経営健全化計画を策定し、改革を実施する
・改革を推進するため、院内に病院経営健全化推進部会を設置する
・経営健全化計画は、平成１４年度中に策定する
・計画は、平成１５年度から１８年度までの４ヵ年とする
・平成１８年度末には、単年度損失額を２億円以内にする
・職員の意識改革を進め、信頼される病院をつくる
・経営専門の人材および有能な医療従事者の確保・育成・活用と医療の質の向
上
　を図る
・医療情勢の動向や市民ニーズを的確に把握し、サービスの改善に努める
・具体的方策と数値目標を明らかにするため、経営健全化計画に基づく推進プ
ラン
　を策定する
・推進プランを計画・実行するため、以下の各推進班を立ち上げ、計画の策定
及び
　改革の実行を図る
　　①病院機能向上　　②医薬材料の縮減　　③診療報酬請求の適正化
　　④患者サービスの向上　　⑤省資源・省エネに関する庶務改善
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内　　容

目　　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

前年度比
約２億８千万円の
減

うち減価償却等控
除後の削減額
　　△92,000

病院事業収益
　4,263,342千円

病院事業費用
　4,546,542千円

計画に
対する
成　果

前年度比
約1億7千万円の減

損失額
（約２億８千万

円）

損失額
（約3億9千万円）

一般会計繰入額が
前年度比で約２億
円削減のため
　損失額
（約４億９千万
円）

年度別
計　 画

15 16 17 18
経営健全化計画及び推進プラ
ン
（平成１４年度策定）により
第１年度推進
①業務委託見直しの検討
②材料費の見直し
③診療報酬請求業務の精度向
　上
④病院機能の向上
⑤患者サービスの向上
⑥生産性の向上

経営健全化計画及び実行計
画
（平成14年度策定）により
第2年度推進
①業務委託の見直し
②材料費の見直し
③診療報酬請求業務の精度
　向上
④病院機能の向上
⑤患者サービスの向上
⑥生産性の向上
⑦診療機能の充実の検討
⑧診療科別・部門別損益管
　理の導入
⑨目標管理体制の構築

経営健全化計画
及び実行計画
（平成14年度策
定）により
　第3年度推進
　
　課題の全項目
実施
　目標管理

経営健全化計画
及び実行計画
（平成14年度策
定）により
　第4年度推進

　目標達成
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ４－⑮

 協   働
 効   率 ○
 自   立

期日

改 革 項 目の
現状と問題点

改革方針

改革の具体的内容

理
念

目
標

改革項目

所管部・室

平成１６年３月

〔現状〕
定員６０名(各学年20名)
在学者数６８名(１年３３名・２年生１８名・３年生１７名)
平成１４年度卒業者数１４名　市内医療機関６名就職(市立病院6名）
平成14年度一般会計繰入金　139,516千円

〔問題点〕
・途中退学者の増加による卒業生の減少(13年度14.5％　14年度9.6％)
・市内医療機関への就職者は市立病院のみであり、市立病院以外への就
職者はＵターン者を除いていない。(卒業生の47.1％が市内へ就職)

《改革方針の策定》
①看護学校のあり方について意見を求めるため看護学校志望高校生･在
校生にアンケートの実施
②民間委託･民営化等も視野に入れた看護学校のあり方について検討委
員会の開催(委員は各分野から選出)
③改革方針を策定する。
《経営改善》
①公立のみでなく民間とのバランスを考えて収入増を図る。
条例改正による入学金･授業料･受験料改正　入学金50千円→70千円　授
業料240千円→300千円　受験料8千円→10千円
②内容の見直しにより経費節減を目指す
《看護師養成所としての人材育成の効率化》
①伊賀地域の受験生入学生の増加により市内就職率を引き上げる

　看護専門学校の経営改善

民間委託、民営化等も視野に入れた抜本的な改
革方針を確定した上で、将来のあり方につい
て、地域医療への寄与という観点を踏まえつ
つ、経費節減、卒業生の地元への確保等の具体
的目標を持った改革を進める。

　市立病院事務局　病院政策室
　看護専門学校　教務庶務室

所管室長名

人材育成の公益
性の維持と効率
を考えての改革
を目指す

　三好　洋子
　前川　和代
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

前年度繰入金対比
     △11,428
繰入金　　128,088

受験料改正により
1,136千円→1,420千
円入学金改正により
1,800千円→2,520千
円　市立病院職員募
集6名内3名就職

前年度繰入金対比
    △4,367
繰入金　　133,299

改革方針に基づ
いた運営の実施
・授業料の引上
げによる収入増
（２学年)
・事務の効率
化、経費の節減
を図る。

①アンケート実施
在校生６４名　6月
高校生６２名　8月
②民間委託・民営化
等も視野に入れた看
護学校のあり方につ
いて検討委員会実施6
回
③改革方針に基づく
協議を開始
④条例改正による検
定料･入学金の改定
⑤市内在住者の社会
人･大卒者入試の実施
⑥事務経費の節減

16

 
市内就職率引上げ

計画に
対する
成　果

17 18

改革方針に基づ
いた運営の実施
・授業料の引上
げによる収入増
(全学年)
・事務の効率
化、経費の節減
を図る。

 
市内就職率引上げ

前年度繰入金対比
    △909
繰入金   132,390

①改革方針に基づい
た運営の実施
②授業料の引上げに
よる収入増　(1学年)
③卒業者の市内就業
促進の為、市内在住
の社会人・大卒者入
試の実施
④事務の効率化、経
費の節減を図る。

 
市内就職率引上げ
伊賀地域(特に市内
在住者)入学率引上
げ

前年度繰入金対比
   △348
繰入金　132,042

年度別
計　 画

15
①アンケート実施
6月～8月
②民間委託・民営化
等も視野に入れた看
護学校のあり方につ
いて検討委員会実施
7月～11月
③改革方針策定　3月
④条例改正による検
定料･入学金の改定
⑤市内在住者の社会
人･大卒者入試の実施
⑥内容見直しによる
事務経費の節減

 
市内就職率引上げ

前年度繰入金対比
     △1,850
繰入金　　137,666
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ４－⑯

 協   働
 効   率 ○
 自   立 ○

期日

改 革 項 目の
現状と問題点

〔現状〕
市立病院開所により、応急診療所からの二次病院転送患者のほとんどが市立
病院への転送である。また、応急診療所と場所的に離れていることから直接市
立病院へ受診する人もあり、応急診療所の受診数も減少してきている。

 〔問題点〕
①医師会との協議・調整に努めているが、さまざまな観点から検討する必要が
ある。
②市立病院への応急診療所の併設が可能か、法的調査及び検討を要する。
③昭和５８・５９年度に保健センター建設時、国・県より「保健衛生施設等施設
整備費国庫負担（補助）金」の交付(31,733千円)を受けている。そのことによ
り、保健センターから応急診療所を切離した場合補助金の返還金が生じてくる
ことが考えられる。

改革の具体的内容

改革方針にそって、医師会・薬剤師会の合意が得られるよう引きつづき努力し
ていく。

《上記問題点への取り組み》
①平成15年5月中を目途に医師会・薬剤師会に説明を実施し、市の方向性を
提示する。
②平成16年度中は改革項目を引き続き、協議していく。

改革項目 　応急診療所の改革

改革方針

応急診療所について、市民サービスの向上、効
率性の観点から市立病院との併設を目標に改革
を進める。

理
念

目
標

一次・二次の連
携を図り、経費
の節減と住民
サービスの向上
を図る。

平成１７年３月

所管部・室 　健康福祉部　地域医療室 所管室長名 　筒井　美智
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内　　容

目　　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

年度別
計　 画

15 16 17 18

・医師会、薬剤師
会との調整（移設
の基本合意）
・市立病院への併
設を検討
・医療事務職員の
人員削減（平成14
年度より実施済み）
・夜間における警
備委託の廃止

・医師会、薬剤師
会との調整、協議

・医師会、薬剤師
会との調整結果
による決定した方
向での実施

人件費の削減

計画に
対する
成　果

△1,595
（Ｈ14比）

当初目標の人件費
の削減については
達成

関係各機関への市
の方針等は伝えて
あり周知されてい
るが、市立病院へ
の併設について、
関係各機関の基本
合意には至ってな
い。医療事務職員
の人員減、夜間警
備委託の廃止。

△1,595

・庁内打合せ（4月）
・県との調整（5月、9月）
・医師会との調整（5月、6月、10月）
・課題の整理     ・他市の情報収集   等
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